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放課後児童クラブに係る各種調査について

＜設置・運営主体別クラブ数＞
公立公営 ６，７０３（４５．３％）
公立民営 ４，１４８（２８．０％）
民立民営 ３，９４３（２６．７％）

郵送調査

平成１９年５月1日現在

１，４５３市区町村（回収率８９．５％）

全国の市区町村（１，８２７市区町村）のうち、
学童保育が１か所以上あると答えた全ての
市区町村（１，６２４市区町村）

全国学童保育連絡協議会

「学童保育（放課後児童クラブ）の実施状
況調査」

１，４５２件（回収率４６．５％）
回収数

（回収率）

平成１９年８月～９月（調査時期）調査期日

郵送調査調査方法

＜施設の種類別の回答数＞
公立公営 ４９７（３４．２％）
公立民営 ７５０（５１．７％）
民立民営 ２０５（１４．１％）

調査対象の
属性

大都市（政令指定都市１７及び東京２３区）自
治体のホームページなどに掲載がある学童保
育所の３，１２４の施設長等に依頼。

調査対象

独立行政法人国民生活センター

「学童保育の実態と課題に関する

調査研究」

区分
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第１１回少子化対策特別部会 資料４（全国学童
保育連絡協議会 真田参考人提出資料）より抜粋
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※平成２０年５月１日現在（育成環境課調）

注１：（ ）内は総数に対する割合である。数値はボランティアを含めず、常勤・非常
勤を区別しない。また、１人の指導員に対し、１つの資格を計上。

注２：「その他３８条」は「保育士・幼稚園教諭」、「幼稚園以外の教諭」、「児童福祉
経験有り」以外で児童福祉施設最低基準第３８条第２項に該当する者。

放課後児童指導員の雇用形態放課後児童指導員の資格の状況

注：（ ）内は総数（64,300人）に対する割合。
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総数６８，８８７人

公営・民営ともに非正規職員（非常勤、臨時、嘱託、
パートなど）の割合が多い。

保育士、幼稚園教諭、幼稚園教諭以外の教諭の資
格を有する者が５割を超えている。

※平成１９年５月１日現在（全国学童保育連絡協議会調）
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第１６回少子化対策特別部会 資料１
「放課後児童クラブについて」より抜粋
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９．指導員の処遇について

指導員の平均勤続年数は、常勤で５年未満が約４割、非常勤で３年未満が約５割となっており、短期間なものとなって
いる。
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＜「学童保育の実態と課題に関する調査研究」２００８年２月独立行政法人国民生活センター＞

（施設数）
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常勤指導員の月給の平均は、約２０万円であり、非常勤指導員の月給の平均は、約８．２万円となっている。
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＜「学童保育の実態と課題に関する調査研究」２００８年２月独立行政法人国民生活センター＞

（施設数）
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地域子育て支援拠点事業の都道府県別実施状況
市区町村数 実施市区町村数 実施率 市区町村数 実施市区町村数 実施率

北 海 道 180 126 70.0% 滋 賀 県 26 21 80.8%

青 森 県 40 29 72.5% 京 都 府 26 25 96.2%

岩 手 県 35 30 85.7% 大 阪 府 43 41 95.3%

宮 城 県 36 31 86.1% 兵 庫 県 41 35 85.4%

秋 田 県 25 19 76.0% 奈 良 県 39 29 74.4%

山 形 県 35 29 82.9% 和 歌 山 県 30 17 56.7%

福 島 県 59 24 40.7% 鳥 取 県 19 18 94.7%

茨 城 県 44 40 90.9% 島 根 県 21 18 85.7%

栃 木 県 31 25 80.6% 岡 山 県 27 21 77.8%

群 馬 県 38 24 63.2% 広 島 県 23 22 95.7%

埼 玉 県 70 57 81.4% 山 口 県 20 18 90.0%

千 葉 県 56 40 71.4% 徳 島 県 24 21 87.5%

東 京 都 62 37 59.7% 香 川 県 17 15 88.2%

神 奈 川 県 33 24 72.7% 愛 媛 県 20 17 85.0%

新 潟 県 31 30 96.8% 高 知 県 34 19 55.9%

富 山 県 15 14 93.3% 福 岡 県 66 50 75.8%

石 川 県 19 19 100.0% 佐 賀 県 20 13 65.0%

福 井 県 17 16 94.1% 長 崎 県 23 19 82.6%

山 梨 県 28 17 60.7% 熊 本 県 47 40 85.1%

長 野 県 81 49 60.5% 大 分 県 18 17 94.4%

岐 阜 県 42 37 88.1% 宮 崎 県 30 20 66.7%

静 岡 県 38 38 100.0% 鹿 児 島 県 45 30 66.7%

愛 知 県 61 53 86.9% 沖 縄 県 41 22 53.7%

三 重 県 29 26 89.7% 全 国 平 均 1,805 1,382 76.6%

注１）市区町村数は、平成２０年１１月１日現在。各都道府県には政令指定都市、中核市を含む。

注２）平成１９年度児童環境づくり基盤整備事業費補助金交付決定ベース
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地域子育て支援拠点事業の都道府県別実施状況
（乳幼児人口（０～４歳）1,000人当たりのか所数）

注１）各都道府県の乳幼児人口（０～４歳）については、平成１７年国勢調査による。
注２）地域子育て支援拠点か所数については、平成１９年度児童環境づくり基盤整備事業費補助金交付決定ベース。


